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研究概要
昨今の気候危機のただ中において持続可能社会へ向けた転換・変革、サステイナビリティ・トランジッションがまさ

に喫緊の課題となっている。その中核をなすのがエネルギー転換であり、再生可能エネルギーの普及促進を今後さら

に加速させる必要がある。自律分散型の地産地消エネルギーの導入は、少子高齢化と人口減少が深刻な地方都市や農

村地域活性化の起爆剤とも考えられている。こうした地域ベースの取り組みには市民側からの主体的な参画が欠かせ

ないが、従来の日本のエネルギー政策において市民は主要なステイクホルダーと位置付けられておらず、市民が真に

エネルギーを軸とした地域創造に参画するための素地がほとんどない。本研究では未来創造の担い手としてアカウンタ

ブルな市民としての再定位を目指し、そのための手法として未来を展望し自身の生活価値観と、展望する未来創造の

ために必要な視野と行動を培うビジョニングワークショップの可能性を検討する。まず地産地消エネルギーの受容意向

に関する量的調査を行い、ワークショップの設計に生かす。この手法の有効性が検証できれば、再生可能エネルギー

導入促進および地方活性化への直接的な貢献のみならず、未来創造への市民参画の手法として将来的な水平展開が期

待される。
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